
令和７年度 障がい者活躍推進計画（北海道人事委員会事務局）実施状況 

 

北海道人事委員会事務局では、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123 号）

に基づき「北海道人事委員会事務局職員に係る障がい者活躍推進計画」（以下「計画」という。）を策

定し、障がい者の活躍の場の拡大等に向けた取組を行っています。 

令和７年度の実施状況について、同法第７条の３第６項の規定に基づき公表します。 

 

１ 実績 

（1） 採用・活躍推進に関する実績 

・ 職員に対し、障がいへの理解を深める啓発資料の配付や研修を実施するなど、障害者雇用の

推進に関する理解を促進 

 

（２） 定着に関する実績 

・ 障がいのある職員の在籍なし 

  （令和７年６月１日時点において、法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員の数34人に法

定雇用率（2.8％）を乗じて算出した法定雇用者数が１人未満） 

 

２ 実施状況 

（1） 障がい者の活躍を推進する体制 

・ 人事委員会事務局長を障害者雇用推進者として選任 

・ 在職中に障がいを有した場合の対応について職員へ周知 

 

(2) 障がい者の活躍を推進するための環境整備・人事管理等 

・ 相談や面談の際に、障がいの有無及び必要な配慮等の内容を把握 

・ 誰もが働きやすい職場づくりに向け、時間外勤務の縮減や年次有給休暇の取得促進など、

ワークライフバランスを推進 

・ 多様で柔軟な働き方を推進するため、在宅勤務をはじめとしたテレワークや時差出勤、休憩

時間を弾力的に変更できる制度などを活用 


